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株主様の住所変更、買増・買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座

管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せくださ

い。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関と

なっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱

UFJ信託銀行全国本支店でもお取次ぎいたします。

未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行全国本支店でお支払いいたします。

（ご注意） 

株 主 メモ

トップページ

●最新の情報はこちらでご覧いただけます。
　ホームページアドレス　http://www.daiso.co.jp/

当社グループをより知っていただくために
ホームページもご活用ください。



企業理念

1．私たちは 化学を中心とする事業を通じて より豊かな社会の実現に貢献します

2．私たちは 世界に信頼される技術と製品を創造します

3．私たちは 情熱と誠意をもって行動します

　当中間期におけるわが国経済は、震災復興需要などに

より緩やかな景気回復の動きが見られましたものの、欧

州では債務危機などにより弱含みで推移するとともに、

アジアを中心とする新興国では成長が鈍化しており、ま

た、歴史的な円高水準および原燃料価格の高騰などを

背景に、厳しい状況で推移いたしました。

　こうした環境の下、当社グループは、中期経営計画

『DYNAMIC　ACTION－13』の2年目を迎え、コア事

業強化に向けた戦略の一環として、本年4月1日に岡山

化成株式会社を完全子会社化いたしました。さらに、同

社と隣接する水島工場との一体運営によりコストダウン

を推進するとともに、AC（アリルクロライド）・EP（エピ

クロルヒドリン）チェーンの拡充を図ってまいりました。

また、ダイソーケミカル株式会社がタイ現地法人を5月

に設立し、さらに、9月3日に株式会社インペックスを完

全子会社化することにより、機能化学品の新市場・新規

顧客の開拓を加速させるとともに、海外市場での営業基

盤の強化に取り組んでまいりました。以上の結果、当中

間期の売上高は、406億3千9百万円と前年同期比

6.9%減少いたしました。利益面においては、販売数量

の減少により、営業利益は、21億2千7百万円と前年同

期比12.6%の減少、経常利益は、21億5千6百万円と

前年同期比11.2%の減少、四半期純利益は、10億6千

9百万円と前年同期比22.0%の減少となりました。

事業の経過およびその成果

通期の見通し

株主のみなさまへ

株主のみなさまには、平素より、格別のご理解とご支援を

賜り厚くお礼申しあげます。

さて、当社グループは、第158期中間期（平成24年4月1日

から平成24年9月30日まで）の決算を行いましたので、ここ

に事業の概況をご報告申しあげます。

　今後の見通しにつきましては、震災復興需要が引き続

き発現するなかで景気は底堅さも見られるものの、欧州

経済の停滞や新興国における景気の減速に加え、原燃料

価格の高騰や株価の変動によっては、景気が下振れする

リスクがあり、当社グループを取り巻く環境は厳しい状

況で推移するものと予想されます。

　このような情勢のもと、当社グループは、アジアをはじ

めとした海外展開および販売体制を一層強化するととも

に、引き続き固定費削減や生産プロセス改善による効率

化などを実施し、連結売上高850億円、連結経常利益

50億円の達成に向け全力で取り組んでまいります。

　中間配当金につきましては、1株につき3.5円とさ

せていただきました。期末配当金につきましても、1株

あたり3.5円を予定しておりますので、1株当たりの

年間配当金は前年度と同額の7円とさせていただく

予定であります。

　当社グループは、企業の社会的責任を重視し、日々の

事業活動において法令遵守に積極的に取り組み、内部統

制システムを強化しコンプライアンス体制の一層の充実

を図り、社会に信頼される企業グループを目指してまい

ります。

　環境と品質の確保につきましても、レスポンシブル・

ケア活動とISO活動を中心に万全を期すとともに、環境

負荷低減のために省資源・省エネルギー活動に積極的に

取り組み、地球環境と調和した企業の発展を図ってまい

ります。また、安全対策につきましても、安全学習の実施

や技術向上を常に図ることで、「安全チェーン」を繋げて

まいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援

とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

平成24年12月
佐藤  存

代表取締役
社長執行役員
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クロール・アルカリは、国内需要が堅調に推移しました

が、エピクロルヒドリンは、主用途である電子材料向けエ

ポキシ樹脂需要の減少および海外市況軟化の影響を受

け、売上高が減少いたしました。

以上の結果、基礎化学品の売上高は、195億9千6百

万円と前年同期比5.5%の減少となりました。

売上高構成比

部門別の状況（連結）

売上高
9.8%減少
129億4百万円

化粧板などのダップ加工材は、ファブレス生産となっ

た不燃化粧板の売上高が増加しましたが、住宅関連製品

では、節電関連商品の需要が一段落したこともあり、売

上高が減少いたしました。

エンジニアリング部門は、国内化学産業の設備更新およ

び増産工事の案件減少を受け、売上高が減少いたしました。

以上の結果、住宅設備ほかの売上高は、81億3千8百

万円と前年同期比5.4%の減少となりました。

住宅設備ほか

アリルエーテル類は、国内外ともに販売数量が低調に推

移しましたので、売上高は減少いたしました。

エピクロルヒドリンゴムは、自動車用途では国内および

ドイツ、韓国、中国等の輸出が増加し、またOA機器用途も

堅調に推移しましたので売上高が増加いたしました。

ダップ樹脂については、モノマーの中国、欧州への絶縁ワ

ニス用途向けが減少しましたが、ポリマーのUVインキ用途

向け輸出が増加したため、売上高が微増となりました。

液体クロマトグラフィー用シリカゲルは、医薬品精製用

途向けで欧州を中心に輸出が好調に推移したため、売上

高が増加いたしました。

医薬品原薬・中間体は、抗潰瘍薬中間体、筋疾患治療薬

原薬、診断薬原料などが好調に推移しましたが、バイオ医

薬品原料、アミノ酸誘導体などが低調であったため、売上

高が減少いたしました。

電極は、大口顧客であるソーダ電解設備メーカーからの

受注減少により、売上高が減少いたしました。

カラーレジストは、海外向けスマートフォン・タブレッ

ト需要が底堅く推移したので、売上高が増加いたしまし

た。以上の結果、機能化学品の売上高は129億4百万円

と前年同期比9.8%の減少となりました。

●セグメント ●主要製品

かせいソーダ、塩酸、液化塩素、塩素ガス、次亜塩素酸ソーダ、亜塩素酸ソーダ、塩素酸ソーダ、かせいカリ、
水素ガス、エピクロルヒドリン、アリルクロライド、ジクロロプロペン、塗料原料、接着剤原料 等

アリルエーテル類、エピクロルヒドリンゴム、ダップ樹脂、省エネタイヤ用改質剤、液体クロマトグラフィー用シリカゲル、
レンズ材料、感光性樹脂、カラーレジスト、電極、医薬品原薬・中間体、光学活性体、資源リサイクル 等

ダップ加工材、住宅関連製品、健康食品、化学製品の輸送・貯蔵、化学プラント、環境保全設備建設 等

ダイソーグループのセグメントと主要製品

基礎化学品

機能化学品

住宅設備ほか
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5.4%減少
81億3千8百万円

18,58421,798
16,688 20,738

2,652 2,574 2,803 2,598

1,341
1,735

1,117
1,571

8,138
12,360 11,650 12,831

16,240

5,8486,116 5,825
8,598

94

345

△7

167 171

40

182
88

42

中間 通期 （百万円）中間 通期

（百万円）中間 通期

中間 通期

中間 通期

（百万円）中間 通期

25,343 26,063
29,827

27,271

12,90414,60714,209
11,913

14,304

111
595

2,669
2,441

1,3171,308

745

105

1,401

3 4



5

㈱インペックスを子会社化 感光性導電ペースト「メタファイン」の開発

日本経済新聞出版社の
「ニッポンの世界NO.1企業」に当社ダップ樹脂が掲載

βーグルカンの化粧品素材への展開

環境変化

不溶性ナノ
粒子や分子

拡大写真
（200倍）

銀ペースト
30Pa・s(25℃)

プレパターン印刷
（スクリーン印刷法）

ファインパターン
（フォトリソグラフィー法）

3重螺旋構造

当社は、2012年9月3日、化学品商社の（株）インペックス

の株式を取得し、子会社化いたしました。

現在進行中の中期経営計画「DYNAMIC ACTION-13」で

は、機能化学品をコア事業として位置付け、その競争力と海外

市場におけるマーケティング力の強化に取り組んでいます。同

社は、世界でトップクラスの規模と品質を誇る中国のガラス繊

維メーカーなど、海外の有力メーカーと強固な関係を持つ貿

易専門商社で、日本への輸入および三国間貿易の増加により、

国内外で業容を拡大しています。今後、ダイソー（株）の機能化

学品事業と、（株）インペックスの強化用ガラス繊維事業との

シナジー効果によって、新市場・新規顧客の開拓を加速し、ダ

イソー（株）の海外ネットワークを活用することにより、海外市

場での営業基盤の拡充を目指してまいります。

日本経済新聞社2012年3月発売の「ニッポンの世界NO.1企

業」に当社のダップ樹脂が掲載されました。この書籍は独自技術

を持つ日本企業60社の独創的な目のつけどころやシェア拡大

のポイントが満載されています。

過酷な事業環境のなかで、日本のものづくり企業がグロー

バル競争を勝ち抜く秘訣は何か？一芸を極めてトップシェア

を獲得する日本企業の中からダップ樹脂の市場でほぼ

100%のシェアを持つ当社が紹介されました。

ダップ樹脂は1960年代に合成方法が確立され、当社製品

はコスト競争力とポリマーの品質安定性に優れています。こ

れまで数々の競合メーカーの参入がありましたがすべて撤退

し、現在では当社がオンリーワン企業となっています。

今後は、新興国向けに速乾性、高光沢性を生かした印刷

用インキ用途のほか、優れた絶縁性を生かした次世代電力

計の部材などの新用途向け需要が拡大することが期待され

ています。

当社は静電容量式フィルムタッチパネルの電極回路形成

向けに、感光性導電ペースト"METAFINE"（メタファイン）を

開発しました。

静電容量式タッチパネルは、近年操作性が著しく向上し、

スマートフォンやタブレットPCに搭載され、急激に市場を

拡大しています。

タッチパネルの操作性は、信号検出用の電極数を増やす

ことで向上しますが、画面周りの電極回路の導線数が増え

ると画面の額縁が太くなり、ディスプレイサイズを大きくす

ると電極数も増えるため、画面まわりの額縁部が太くなりま

す。この問題に対応するため、導線の細線化技術が求められ

ています。

当社では、高精細化が可能な金属成膜のフォトリソグラ

フィー法と材料利用効率が高いスクリーン印刷法のそれぞれ

の長所を併せ持つ回路形成技術として「感光性導電ペースト

法」に着目し、開発を進めてきました。これは、基材フィルム

に必要最小限の導電性ペーストをプレパターン印刷し、それ

をフォトリソグラフィーによって細線化するため、高精細化

が可能でありながら、 材料利用効率が高いことが特長です。

当社は健康食品素材である黒酵母菌より生産した安全性

の高い水溶性β-1,3-1,6-グルカン「アクアβ」を利用した水

系ナノ分散技術を開発しました。

これは図に示すようにβ-グルカンの「水溶液中における3

重螺旋構造開閉により、ナノ粒子を包接する特徴」を利用し

たもので、従来難しいとされてきた酸化チタンなどの無機ナ

ノ粒子の水溶液中への分散が可能となり、医療・化粧品・機

能性食品分野などへの応用が進んでいます。

特に化粧品分野ではUVケア素材としての応用検討が進

んでおり、β-グルカンが本来持っている、独自機能である保

湿効果との相乗効果が顕著に現れており、既に多くの引き

合いがきております。

成形材料用途 印刷インキ用途

1重螺旋/
ランダム構造

6
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化学を中心とする事業を通じて
幅広い分野に製品を提供しています

自動車で

病院の中で

オフィスの中で
家の中で

飛行機で

水道水の滅菌

次亜塩素酸ソーダ
漂白・殺菌作用に優れており、衛生管理面に
おいては必要不可欠な薬品です。

システムキッチンの扉

ダップ化粧板
有害揮発性物質（ＶＯＣ）を含まず、安全で
環境に優しい製品です。

紙パルプ漂白

塩素酸ソーダ
製紙用途において安全で優れた漂白剤です。

エンジンルームの燃料系ホース

エピクロルヒドリンゴム
耐熱性、耐油性、低温特性などの
物性バランスに優れた特殊合成ゴムです。

エコタイヤ

省エネタイヤ用改質剤
低燃費タイヤの添加剤として使用され、
CO2排出量削減に貢献します。

カップ式自販機

電極(SPLODE)
消費電力の低減効果だけではなく、長寿命で
耐久性に優れ、コストダウンに貢献します。

パソコンのプリント基板

アリルエーテル（ネオアリルＧ）
半導体の封止剤やプリント基板に
使用されています。

複合機などのゴムロール

エピクロルヒドリンゴム
半導電特性を精密に制御し、デジタルカラー複合
機の帯電・転写・現像ロールに使用されています。

機体の軽量化

アリルエーテル
航空機の軽量化に寄与する炭素繊維強化プラ
スチックの原料として使用されています。

痛くない注射針

ダップ樹脂
当社製品を用いた砥石は、被研磨物の
仕上がりがシャープになり、なめらかな
先端部の注射針の製造に役立っています。

各種医薬品

医薬品原薬・中間体
有機合成技術とバイオ技術を活用し、
様々な医薬品に使用されています。
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身近なところで活躍するダイソー製品



純資産 （単位：百万円） 自己資本比率 （単位：％） 売上高 （単位：百万円） 経常利益 （単位：百万円） 中間純利益 （単位：百万円）

科　目

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

中間（当期）純利益

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

40,639

33,707

6,931

4,804

2,127

208

179

2,156

29

424

1,761

773

△81

1,069

43,642

36,141

7,501

5,067

2,433

195

200

2,428

0

133

2,296

873

51

1,371

中間連結損益計算書（要約） （単位：百万円）

当中間連結会計期間前中間連結会計期間
自　平成24年4月1日
至　平成24年9月30日

自　平成23年4月1日
至　平成23年9月30日 自　平成23年4月1日

至　平成24年3月31日

82,489

68,646

13,842

9,760

4,082

358

194

4,246

4

726

3,523

1,297

285

1,940

第156期
中間

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

第158期
中間

40,639

第157期
中間

43,642
39,041

0

1,000

2,000

3,000

第156期
中間

2,156

第158期
中間

第157期
中間

2,428
2,252

第156期
中間

0

300

600

900

1,200

1,500

第158期
中間

1,069

第157期
中間

1,371
1,278

流動資産

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資産合計

流動負債

固定負債

負債合計

株主資本

その他の包括利益累計額

新株予約権

純資産合計

負債純資産合計

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成24年3月31日現在）

科　目

40,752

30,380

18,603

1,344

10,433

71,133

29,800

6,525

36,326

 

34,251

517

37

34,807

71,133

38,588

27,754

15,666

474

11,614

66,342

28,655

3,355

32,010

 

33,351

910

70

34,331

66,342

中間連結貸借対照表（要約） （単位：百万円）

（平成23年9月30日現在）
当中間連結会計期末

（平成24年9月30日現在）
前中間連結会計期末

資産の部

負債の部

純資産の部

39,505

28,172

16,006

398

11,767

67,677

29,578

3,256

32,834

33,551

1,224

66

34,843

67,677

第156期
中間

0

10,000

20,000

30,000

40,000

第157期
中間

第158期
中間

34,807
32,864 34,331

総資産 （単位：百万円）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

第156期
中間

第157期
中間

第158期
中間

71,133
65,990 66,342

第156期
中間

第157期
中間

0

10

20

30

40

60

50

第158期
中間

48.949.7 51.6
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中間連結キャッシュ・フロー計算書（要約）

中間連結株主資本等変動計算書 当中間連結会計期間 （自　平成24年4月1日　至　平成24年9月30日）

（単位：百万円）

前連結会計年度前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
自　平成24年4月1日
至　平成24年9月30日

自　平成23年4月1日
至　平成23年9月30日

自　平成23年4月1日
至　平成24年3月31日

科　目

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

626

△3,641

1,229

△61

△1,847

5,881

4,034

139

△1,417

△466

△107

△1,851

5,764

3,913

3,950

△2,340

△1,385

△108

117

5,764

5,881

役員（平成24年10月1日）

事業所

●
東京支社

●
松山工場

●
研究センター

●
水島工場

●
小倉工場

●
中四国営業所

●
尼崎工場

●
デュッセルドルフ事務所

●
タイ事務所

●
上海事務所

子会社等の状況

［取締役・監査役］

［執行役員］

会　社　名 主要な事業内容

ダイソーケミカル㈱

ダイソーエンジニアリング㈱

サンヨーファイン㈱

㈱インペックス

㈱ジェイ・エム・アール 

DSロジスティクス㈱

岡山化成㈱

DSウェルフーズ㈱

化学製品の販売

電極の製造販売、化学設備の設計・施工

医薬品原薬・中間体の製造・販売

化学製品の販売

資源のリサイクル

化学製品の運送取扱い

化学製品の製造

健康食品の製造、加工販売

国内

会　社　名 主要な事業内容

大曹化工貿易（上海）有限公司

台灣大曹化工股　有限公司

DAISO Fine Chem USA, Inc.

DAISO Fine Chem GmbH

機能化学品・電子材料等の輸出入

機能化学品・電子材料等の輸出入

シリカゲルの販売、カラムの製造販売

シリカゲル、医薬品原薬・中間体の販売

海外

竹　尾　恒　行

寺　田　健　志

平　井　　　直

馬　場　一　郎

雜　賀　哲　行 

阿　部　哲　生

鳥　井　宗　朝

多　木　宏　行

堀　　　　　登

加　藤　善　

森　　　裕治郎

古　川　喜　朗

西　本　光　伸

（単位：百万円）

（注）中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結株主資本等変動計算書に記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

10,882 9,394 14,923

△368

1,069

△1,648

△0

33,551

△368

1,069

△0

1,224 66 34,843平成24年4月1日残高　

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当

中期純利益

自己株式の取得

中間連結会計期間中の変動額合計

平成24年9月30日残高

項　目 株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

新株予約権 純資産合計

1,224△0

ー

10,882

ー

9,394

700

15,624

△0

△1,648

700

34,251

△713

△713

510

△706

△706

517

△29

△29

37

6

6

6

△368

1,069

△0

繰延ヘッジ

損益

株主資本以外の項目の
中間連結会計年度中の
変動額（純額）

ダイソー株式会社

DAISO CO.,LTD.

〒550－0011
大阪市西区阿波座一丁目12番18号

1915年（大正4年）10月26日

10,882百万円

808名（連結）

社 名

英 文 社 名

本 社

創 立

資 本 金

従 業 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

代 表 取 締 役
社 長 執 行 役 員 

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

佐　藤　　　存 

山　下　光　一 

柴　野　美知朗

内　堀　貴　弘 

瀬　川　恭　史 

谷　口　隆　治

福　島　　　功

森　　　真　二 

取 締 役
専 務 執 行 役 員 
取 締 役
常 務 執 行 役 員 
取 締 役
上 席 執 行 役 員

DAISO CHEMICAL
(THAILAND) CO.,LTD. 機能化学品・電子材料等の輸出入

△735

　△35

34,807

11
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単元未満株式（1,000株未満の株式）について
当社の株式は1単元が1,000株となっています。株主様がご所有の単元未満株式（1,000株未満）に

つきましては、市場で売買ができない、株主総会で議決権を行使できないなどの制約があります。

もし、そのような単元未満株式をお持ちでしたら、買増制度、買取制度をご利用ください。

お手続きについて ご注意事項

単元未満株式が記録されている口座によって、お手続きの

窓口が異なります。

買増・買取単価は、そのご請求が当社株主名簿管理人事

務取扱場所に到達した日の大阪証券取引所における当社

株式の最終価格です。

買増・買取請求の際、当社へお支払いいただく手数料は

無料です。

買増・買取請求につきましては、基準日（9月30日、3月31

日）の直前など、請求の受付を停止する期間があります。

買増により単元株式となった場合でも、特別口座に記録

されたままの株式は、売買はできませんので、証券会社

の取引口座への振替をお薦めします。

1.

2.

3.

4.

1.証券会社の口座に記録されている単元未満株式

お取引口座のある証券会社へお問合せください。

2.特別口座に記録されている単元未満株式

当社の株主名簿管理人である三菱UFJ信託銀行へお問合せください。

三菱UFJ信託銀行 大阪証券代行部　TEL:0120-094-777

単元未満株を
700株ご所有

不足分300株を
買増請求

1,000株の
単元株式

単元未満株を
700株ご所有

700株を買取請求 現金化

購入

売却

買増
制度

買取
制度

株価および出来高の推移

株式の状況 株主分布状況

大株主一覧（上位10名）

株式数比率

株主数比率
金融商品取引業者
0.39%

その他法人
2.31%

外国法人等
1.00%

個人・
その他
95.86%

金融機関
0.44%

金融機関
39.31%

金融商品取引業者
0.43%

その他法人
29.02%

外国法人等
3.22%

個人・
その他
28.02%

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 （月）

株価 出来高

（千株）

（円）

0
2,000
4,000
6,000100

200
300
400

2011年 2012年2010年
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株式情報（平成24年9月30日） 株式に関するお知らせ

発行可能株式総数

発行済株式の総数

株主数

日本興亜損害保険株式会社

株式会社三菱東京UFJ銀行

株式会社池田泉州銀行

株式会社福岡銀行

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

株式会社伊予銀行

日本生命保険相互会社

帝人株式会社

株式会社みずほコーポレート銀行

旭化成ケミカルズ株式会社

4,692

4,384

4,240

4,113

3,903

3,744

3,542

3,393

3,348

2,933

4.45

4.16

4.02

3.90

3.70

3.55

3.36

3.22

3.17

2.78

300,000,000株

111,771,671株

8,037名

株　主　名 持株数（千株） 出資比率（％）

（注）出資比率は、発行済株式の総数から自己株式数（6,370,687株）を控除して計算しております。


